
３ 登録免許税の非課税措置を受けるための証明について

(登録免許税法施行規則第３条の規定に基づく社会福祉事業の用に供する不動産であることの証明)
（1）　福祉事業の用に供する不動産であることの証明について

　　 通常、不動産の所有権移転や保存登記を行う際には、登録免許税が必要となります。

一方、社会福祉法人については、登記に係る不動産が社会福祉事業の用に供するものである場合には、当該用途に供することを証する法令に定める書類（以下「証明書」という。）を添付して登記を受ける場合は、登録免許税が課せられないこととなっています。（登録免許税法第４条第２項及び別表第３の10）

この証明書の発行は、当該不動産の所在地や当該社会福祉事業の種類等関係法令の定めに応じて、知事や中核市等の長がそれぞれ行うこととされています。（登録免許税法施行規則第３条）

　　　関係法令は下記のとおりですが、県が発行することとされている証明書については、「「登録免許税法施行規則第3条の規定に基づく社会福祉事業の用に供する不動産であることの証明について(平成10年6月25日付、地福第180号)　」により各社会福祉法人に対して、当該証明を受けようとする場合は不動産の所在地を所管する振興局長から証明書の交付を受けるようお知らせしているところです。



（2）　社会福祉事業の用に供する不動産であることの証明の事務手続について

　　


　　　



　

　



（3）　証明書交付の審査について
	
	添　付　書　類
	留　　　意　　　事　　　項　　　等

	①
	証 明 願
	ア 主たる事務所の所在地が明記されているか。

イ 法人名が記載されているか。

ウ 代表者の記名押印がされているか。

エ 申請年月日が書かれているか。

オ 証明を受けようとする所在地が記載されているか。

カ 登記簿謄本のとおり土地の地目が記載されているか。

キ 登記簿謄本のとおり建物の種類及び構造が記載されているか。

ク 登記簿謄本のとおり地積又は床面積が記載されているか。

ケ 当該不動産に係る具体的用途が記載されているか。

	②
	登記簿謄本
	１通


	③
	贈与契約書

（確約書）の写
	贈与された場合

	④
	地上権設定契約書（確約書）の写
	地上権を設定する場合

	⑤
	図 面
	公図、測量図、建物図面等


	⑥
	使用目的を確認する書類
	取得した不動産の使用目的のわかる書類

（社会福祉事業の用に供することがわかるもの。

例：財産取得時の理事会議事録、事業計画書　等）

	⑦
	その他
	内容を確認できる書類

（例：売買契約書、理事会議事録　など　内容を確認できるもの）


（4）　証明願の様式等について


○○　  第○○○○号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成○○年○月○○日

○○広域振興局長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者） 所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 法人名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者　　　　　　　　　　             　　  eq \o\ac(○,印)
登録免許税法別表第3の10の項の第3欄の第　　　号に掲げる登記に係る証明願
　　登録免許税法第４条第２項の規定による登録免許税の非課税措置を受けるため、下記の不動産に係る登記が同法別表第3の10の項の第3欄の第　　　号に該当することについて、同法施行規則第3条第1号の規定により証明してくださるよう申請します。

記

	証

明

を

受けようとする不動産


	所　在　地
	地番又は

家屋番号
	地目又は建物

の種類・構造
	地積又は建物の床面積
	具 体 的 用 途

	
	
	
	
	
	


　※　注：標題及び本文の下線部分の記載方法は、裏面を参考願います。


※　注

標題及び本文にある下線部分の記載にあたっては、下表に照らし、証明を受けようとする不動産の用途に該当する号番号を次とおり記載すること。

	不動産の用途
	該当する号番号

（下線部分へ記載すること）

	保育所
	３

	認定こども園
	４

	社会福祉事業（ただし、保育所、家庭的保育事業、小規模保育事業、事業所内保育事業、認定こども園を除く。）
	１



                                                         ○○○○第○○○－○○号　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和○○年○○月○○日
社会福祉法人○○○会 理事長　様
○○広域振興局保健福祉環境部長
登録免許税法施行規則第３条の規定に基づく社会福祉事業の用に供する不動産であることの

証明について
令和○○年○月○○日付けで証明願いがありましたこのことについて、別紙のとおり証明書を交付します。
なお、登記完了後は、登記簿謄本の写しを提出してください。
【　担当　指導監査課　○○　Tel.○○―○○○○ 】

別紙

	登録免許税法第４条第２項別表第３の第１０の第３欄の第　　　号に該当することの証明書

	申請者
	主たる事務所の所在地
	岩手県○○市○○○○○

	
	名　　　　　　　　　　　　称
	社会福祉法人○○○

	
	代表者の氏名
	理事長　　○○　○○○

	申請年月日
	令和○○年○○月○○日

	証明を受けようとする不動産
	所　　在　　地
	土 地 の 地 目
又は

建物の種類及び構造
	地    積

又は

床 面 積
	具体的用途

	
	○○市○○
	　○○

	㎡
	○○○


上記不動産に関する登記は、登録免許税法第４条第２項別表第３の第１０の第３欄の第　　　号に該当することを証明する。
令和○○年○○月　○○日
○○広域振興局長
　　　　　　　○○　○○　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

                                                                      地　福　第　１８０号

平成１０年６月２５日

各社会福祉法人代表者　  　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岩手県保健福祉部長
登録免許税法施行規則第３条の規定に基づく社会福祉事業の用に供する不動産であることの

証明について（通知）

登録免許税法施行規則（昭和42年大蔵省令第37号）第３条に基づく社会福祉事業の用に供する不動産であることの証明書の交付は、従前、岩手県知事が行っていたところですが、「知事の権限に属する事務の委任に関する規則」（昭和61年岩手県規則第19号）の一部改正に伴い、証明書の交付事務が各地方振興局長に委任されたので、今後、証明を受けようとする場合は、不動産の所在地を所管する地方振興局長から証明書の交付を受けるようお願いします。

　　　


登録免許税法 


（公共法人等が受ける登記等の非課税）


 　第4条


別表第3の第1欄に掲げる者が自己のために受けるそれぞれ同表の第3欄に掲げる登記等(同表の第4欄に財務省令で定める書類の添附があるものに限る旨の規定がある登記等にあっては、当該書類を添附して受けるものに限る。) については、登録免許税を課さない。






































■ 登録免許税法施行規則第3条 (原文は長いので意訳したものです)


　　　 登録免許税が課せられないためには、登記に係る不動産が社会福祉法人の社会福祉事業の用に供するための不動産であることの証明が必要です。 


また、この証明は当該不動産の所在地の都道府県知事、指定都市、中核市等の長が行うこととなっています。





(参考) 登録免許税法第４条第２項 別表第３ (第10 (社会福祉法人) の第３欄 (非課税の登記等の欄)　)


第１号　社会福祉法第２条第１項（定義）に規定する社会福祉事業の用に供する建物の所有権の取得登記又は当該事業の用に供する土地の権利の取得登記（第３号に掲げる登記を除く。）


　第３号　自己の設置運営する保育所若しくは家庭的保育事業等（※注）の用に供する建物の所有権の取得登記又は当該建物の敷地その他の直接に保育の用に供する土地の権利の取得登記


　 第４号　自己の設置運営する認定こども園の用に供する建物の所有権の取得登記又は当該建物の敷地その他の直接に保育若しくは教育の用に供する土地の権利の取得登記


　※注：家庭的保育事業等の用に供する場合の証明書は、県では発行ができません。（法令上、当該不動産が所在する市町村が発行することとなっています。）





◆提出書類は正本１部であること


◆申請書類を確認のうえ受理する。(添付書類は、次項「３　証明書交付の審査について」を参照のこと)





①【法人→所轄庁(岩手県(振興局))】


  証明願の提出


(登録免許税法別表第３の10の項の第３欄の第１号、第３号又は第４号に掲げる登記に係る証明願)





◆次項「３　証明書交付の審査について」に基づき、届出内容を確認する(社会福祉事業の用に供することが確認できるか 等)


◆証明願と添付書類を突合し審査する。


◆申請内容を確認するため、追加資料等の提出を求める場合がある。





②【所轄庁(岩手県(振興局))】


証明願の審査





◆証明書案を作成し、内部決裁後、法人に証明書を送付する。


◆標準処理日数は20日。(特に定めはないが、定款変更などを勘案し、20日程度としている。)





※ 登記完了後は、登記簿謄本の写しを振興局に提出すること。





③【所轄庁(岩手県(振興局))→法人】


登記の証明書の送付





証明願 (法人→県)　　　【表面】





証明願 (法人→県)　　　【裏面】





証明書の送付添書例





証明書


※施行注意：下線部２箇所（号番号）は、該当する号番号


（１、３、４のいずれか）を記載すること。





社会福祉事業用不動産の証明について(岩手県→法人)





担当　地域福祉課指導主査
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